











法」という） 3 条 1 項 4 号の要件を満たすために行われる生殖腺の除去手術は受
けていない。
　X は、女性である A との法律上の婚姻を希望し、2016年 3 月以降 A 及び A の




手術を要求する特例法 3 条 1 項 4 号は憲法13条に違反して無効であると主張し、
同要件を満たしていなくても X の性別の取扱いを女から男へ変更する審判を求
めた。









324　　早法 95 巻 1 号（2019）
れば「憲法13条に違反するほどに不合理な規定であるということはできない。」
と述べて申立てを却下した。抗告審（広島高決岡山支部2018年 2 月 9 日）も立法裁



















































によれば、同法 3 条 1 項各
号の要件を全て満たす性同一性障害者は、その者の請求により性別の取扱いの変
更の審判を家庭裁判所に求めることができる（ 3 条 1 項）。この審判を受けた者
は、民法その他の法令の適用について他の性別に変わったものとみなされる（ 4











91巻 5 号 4 ─ 6 頁（2019）、上田健介「判批」法学教室464号117頁（2019）、濱口晶子「判批」
新・判例解説 Watch 憲法 No.156（2019年 4 月26日）、同「判批」法学セミナー772号116頁
（2019）、渡邉泰彦「判批」新・判例解説 Watch 民法（家族法）No.97（2019年 3 月 8 日）
がある。



















































に変わったものとみなされる（ 4 条 1 項）。その場合、法律に別段の定めがある場
合を除き、性別の取扱いの変更の審判前に生じた身分関係及び権利義務には影響



































（９）　吉野靫「「多様な身体」が性同一性障害特例法に投げかけるもの」Core Ethics, v. 4, 383
─393頁（2008）。
（10）　吉野・同上のほか佐倉智美『性同一性障害の社会学』122─133頁（現代書館、2006）、吉



















































































































































































（29）　濱口・前掲注２） 4 頁。これに対して南野・前掲注 6 ）77頁、90頁は法的性別は「自由
に」変更できるものではないとし、特例法を正当化する。































と私的な親密圏の保護を求める権利という、人間の尊厳（基本法 1 条 1 項）と結
びついた人格権（基本法 2 条 1 項）として保障されることがまず確認され、その
一致のために不妊手術を求めることはその原則と一致しないとされた。さらに、
（30）　嶋崎・前掲注28）。




















　また、欧州人権裁判所も同様の判断を示している。2017年の A. P., Garçon and 

























　本決定は、 4 号要件との関係で権利制約を正当化する 4 号の立法目的につい
（35）　ECLI：CE：ECHR：2017：0406 JUD 007988512. 本判決について大島梨沙・齊藤笑美子
「フランスにおける性的少数者の権利に関する判例の動向」憲法研究 4 号93─97頁（2019）。


























































































































（43）　最大決1995年 7 月 5 日民集49巻 7 号1789頁。
















































































用した判例として国籍法違憲判決（最大判2008年 6 月 4 日）がある。
（50）　詳しくは石嶋舞「オランダ性同一性障害者法の改正と日本法への示唆」早稲田大学大学
院法研論集151号53─78頁（2014）、同「オランダの親子関係と身分登録に関する規定─オ
















































（54）　アメリカにおける Obergefell 判決を念頭に置いたものではあるが、David B. Cruz, 




一 考 察（上）・（下・ 完）」 早 稲 田 法 学93巻 4 号87頁 以 下（2018）、 同94巻 1 号103頁 以 下
（2018）。
340　　早法 95 巻 1 号（2019）
はあるけれども、近年違憲判決が多くみられる他の親族法関連の規定と同様に、
4 号要件ひいては特例法も近い将来見直しを迫られざるをえないだろう。
 （2019年 4 月27日脱稿）
（57）　自民党の「性的指向・性自認に関する特命委員会」は2019年 3 月28日、性的少数者をめ
ぐる理解の増進を図る法案を議員立法として今国会に提出する方針を確認したという（朝日
新聞2019年 3 月29日）。ただし、楽観視できない政治状況について二階堂友紀「政治の現場
から」二宮・前掲注53）所収を参照。
（58）　宍戸常寿は、一票の較差訴訟と類似した、国会と裁判所の「キャッチボール」として、
通時的に家族法の領域を考える必要性を示唆する（法の支配183号33頁（2016））。
